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諮問庁：内閣総理大臣 

諮問日：平成２７年１２月２２日（平成２７年（行情）諮問第７６３号） 

答申日：平成２８年６月２２日（平成２８年度（行情）答申第１４６号） 

事件名：日米防衛協力のための指針の「地方公共団体の機関が有する権限及び

能力並びに民間が有する能力を適切に活用する」に関して行政文書フ

ァイルにつづられている文書の不開示決定（不存在）に関する件  

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「『地方公共団体の機関が有する権限及び能力並びに民間が有する能力

を適切に活用する』（「日米防衛協力のための指針」（平成２７年４月２７日）

「Ｄ．日本以外の国に対する武力攻撃への対処行動 ５．後方支援」）に係

る政府の取組みに関し，その担当部局が行政文書ファイルにつづった文書

の全て。＊『行政機関の保有する情報の公開に関する法律施行令』別表で

いう『七 電磁的記録』があれば，それを希望。」（以下「本件対象文書」

という。）につき，これを保有していないとして不開示とした決定は，妥当

である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３条

の規定に基づく本件対象文書の開示請求に対し，平成２７年９月２５日付

け閣安保第５０２号により内閣官房国家安全保障局長（以下「処分庁」と

いう。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）について，その取

消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

   事の重要性を鑑みると本件対象文書が全く存在しないという主張はにわ

かに首肯しがたいので，改めて関連部局を探索の上，発見に努めるべきで

ある。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 本件審査請求の趣旨について 

本件は，審査請求人が行った「『地方公共団体の機関が有する権限及び能

力並びに民間が有する能力を適切に活用する』（「日米防衛協力のための指

針」（平成２７年４月２７日）（以下「指針」という。）「Ｄ．日本以外の国

に対する武力攻撃への対処行動 ５．後方支援」）に係る政府の取組みに関

し，その担当部局が行政文書ファイルにつづった文書の全て。＊『行政機
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関の保有する情報の公開に関する法律施行令』別表でいう『七 電磁的記

録』があれば，それを希望。」との開示請求に対して，処分庁において，当

該請求に係る本件対象文書を保有していないことから，法９条２項の規定

に基づき，原処分を行った。 

 ２ 本件対象文書について 

   指針とは，昭和５３年に策定されて以降，平成９年に見直しを実施，平

成２７年に再度見直され平成２７年４月２７日に日米安全保障協議委員会

（以下「２＋２」という。）で了承された文書であり，本件開示請求につい

ては，同指針中の「Ｄ．日本以外の国に対する武力攻撃への対処行動 ５．

後方支援」にかかる政府の取組みに関する文書を請求しているが，処分庁

においては当該請求に係る文書を作成または取得しておらず，その保有は

認められない。 

 ３ 原処分の妥当性について 

本件審査請求を受け，再度行政文書の特定を実施したが，本件開示請求

に該当する行政文書を保有しているとは認められないため，原処分は妥当

である。 

４ 審査請求人の主張について 

  審査請求人は，原処分における審査請求の理由として，「改めて関連部局

を探索の上，発見に努めるべきである」旨主張している。 

  しかしながら，処分庁においては，本件開示請求に該当する行政文書を

保有しているとは認められないところである。 

５ 結語 

    以上のとおり，処分庁において本件審査請求に係る文書を保有している

とは認められないため，原処分は妥当であると判断した。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２７年１２月２２日   諮問の受理 

   ② 同日            諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 平成２８年５月２３日    審議 

   ④ 同年６月２０日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，指針の「Ｄ．日本以外の国に対する武力攻撃への対処

行動 ５．後方支援」に記載されている「地方公共団体の機関が有する権

限及び能力並びに民間が有する能力を適切に活用する」との記述（以下「本

件記述」という。）に係る政府の取組に関し，その担当部局が行政文書ファ

イルにつづった文書の全てである。 

諮問庁は，本件対象文書を保有していないとして不開示とした原処分を
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妥当としていることから，以下，本件対象文書の保有の有無について検討

する。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

（１）本件対象文書の保有の有無について，当審査会事務局職員をして諮問

庁に確認させたところ，次のとおりであった。 

  ア 本件開示請求は，指針の「Ｄ．日本以外の国に対する武力攻撃への

対処行動 ５．後方支援」に記載されている本件記述に係る政府の取

組に関する文書である。 

イ 指針は，平成２７年４月２７日に２＋２で承認・発出された文書で

あり，２＋２は，日本側は外務大臣及び防衛大臣，米国側は国務長官

及び国防長官で構成されており，処分庁は２＋２の構成員ではない。 

  ウ 本件開示請求を受け，内閣官房国家安全保障局（以下「国家安全保

障局」という。）の書庫，パソコン上のファイル等の探索を行ったが，

本件対象文書の存在が確認できなかったため，不存在につき不開示と

する原処分を行った。 

    なお，処分庁は，指針の公表前に防衛省から指針の案について協議

を受けているが，本件記述に係る意見交換はしていない。 

  エ 本件審査請求を受け，念のため，改めて上記ウの探索を行ったが，

本件対象文書の存在は確認できなかった。                     

（２）当審査会事務局職員をして外務省及び防衛省のホームページを確認さ

せたところ，その内容は諮問庁の上記（１）イの説明のとおりであり，

２＋２の日本側出席者が外務大臣及び防衛大臣であることを踏まえると，

本件対象文書の存在は確認できなかった旨の諮問庁の上記（１）の説明

が不自然，不合理とはいえず，他に本件対象文書の存在をうかがわせる

事情も認められないことから，国家安全保障局において本件対象文書を

保有しているとは認められない。 

３ 本件不開示決定の妥当性について 

  以上のことから，本件対象文書につき，これを保有していないとして不

開示とした決定については，国家安全保障局において本件対象文書を保有

しているとは認められず，妥当であると判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 


